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第５章 国有林野論

Ⅰ 国有林野論の研究動向

１．１９７０年代初頭まで

（１） 森林の国家的所有について

本章は国有林の戦後過程に関する研究を中心に取り上げるが，国有林は歴史的

な存在であり，戦前段階とくにその成立過程を無視するわけにはいかない。国有

林は森林の国有化問題でもあるため，成立過程の検証は森林国有の歴史的意義を

考察することにもなる。国有林成立過程の特徴を総合すると，山崎慎吾（１９５０

年１）），船越昭治（１９５７年２）），岡村明達（１９５７年３）），森田学（１９６１年４）），飯田繁

（１９６９年５）），鷲尾良司（１９７２年６））らは，①前の時代（封建時代）の所有構造を

引き継いだ，②後進国の経済基盤として必要であった，③所有権の不明確な土地

（未開の土地）を国有化した，④時の政府（明治政府）が治安対策等として利用

する（士族授産など）ために囲い込んだ，⑤天皇制を強化するための財産とし

た，⑥資本を育成するための土地・原料の供給基地となった，⑦地代を安くする

ための国有化だった，などの諸点を指摘している。なお，言うまでもなく，世界

各地に存在する国有林はそれぞれの社会における歴史的産物として形成されたも

のであり，包括できるような一般的理論は生まれていない。

（２） 国有林の政治経済的機能

戦後，国有林をめぐる大きな論点は，民主主義日本を形成するために国有林を

どうするべきか，という点にあった。つまり，戦前の政治体制としての絶対主義

的性格と経済構造としての寄生地主的性格あるいは地主経営的性格（ユンカー的

経営）が残されているか否かが問われることになった。

政治的側面である絶対主義は，天皇制が日本国憲法によって象徴として規定さ

れ，御料林が国有林化されたこと等により解消されたものと認識された。他方，

経済構造については，林野解放，牧野解放が不十分であったため林業の生産過程
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のなかにも寄生地主的傾向が存在するという指摘や，国有林自体が地主経営的性

格を持っていたとする見解などが表明された。前者の寄生地主的傾向に関する指

摘は大内力（１９５３年７）），近藤康男（１９５６年８））など農業経済研究者に多かった

が，結局，①寄生地主制は農地解放で基本的に解決した，②林業には寄生地主的

関係がもともと存在しなかった，等の理由で寄生地主論は後退した。後者の地主

経営的側面については森巌夫（１９５５年９）），飯田繁（１９７４年１０），１９７５年１１）），菊間

満（１９８０年１２））らが，東北地方に多く分布していた共用林野等に着目し，育林労

働力が封建制下のヨーロッパの農奴に類似しているとして，義務的出役を考察し

た。また，藤本武（１９５１年１３）），宇野弘蔵（１９５４年１４）），奥地正（１９６８年１５））ら

は，伐出労働組織の組頭制度における半封建的ないし前近代的性格を議論した。

だが，これらの半封建的側面は，高度経済成長を契機とする労働市場の変化，労

働組織の改編，労働運動の高揚などを通じて，１９７０年ごろまでにほとんど消え去

った。

（３） 国有林経営の拡大

日本の林業構造を，地主的大経営と農民的経営が対峙した構造として認識する

研究が少なくなかった。また，有永明人・石井寛（１９７０年１６））はわが国における

地主経営の中心に国有林を位置づけた。さらに岡村（１９５７年１７））は，民有林の大

所有森林を国有化し，高地代（立木価格）を解消して林業資本の発展を図るべき

だと主張した。

このような社会変革の問題を離れても，日本林業における国有林の役割は重要

な論点であった。例えば，①国有林による木材需給の調節機能論，②林業の近代

化，雇用の長期化を推進する担い手論，③山村社会近代化の担い手論などであ

る。また，④森林国有化を実現すれば絶対地代分だけ木材価格を安くできるとい

う見解もあった。こうした期待を持ちつつ，１９６０年代の増伐が推進された。国有

林からの木材供給や国有林労働の雇用が増え，山村は一時的に活況を呈したが，

長くは続かなかった。また，この過程で小沢今朝芳（１９５６年１８）），嶺一三（１９５６

年１９）），鷲尾良司（１９５７年２０））らは，土地生産力に依拠した施業計画をつくるか，

需要に併せた増伐計画をつくるかで，いわゆる森林経理学論争を展開した。

林政統一から１９７０年代初頭までの国有林は，一斉皆伐・人工林造成を軸とする

林業技術，経営案（経営区，事業区，施業単位など），会計制度等を整備した

（槇重博（１９５７年２１）），近藤一己（１９７０年２２）），秋山智英（１９６０年２３）））。この時期

は高度経済成長期にあたり，国際化，木材貿易の自由化が進められ，木材価格の

上昇はおさえられた。同時に労働市場は広がり，国民所得は向上し，林業労働者

の賃金も上昇した。その結果，国有林経営は木材価格の頭打ちとコストの上昇に

挟撃され，次第に困難な局面を迎えるようになった。１９７３年には狂乱物価に支え

られ，一時的に国有林経営の収入は増大するが，コスト高の傾向はさらに拡大

し，また奥地林道開設に伴う自然破壊などが国民に批判されるようになった。

２．１９７０年代初頭から１９８０年代終盤の研究動向

（１） 国有林経営の近代化，合理化とその矛盾

１９５０年代終盤以降に展開した国有林経営の近代化，合理化と，それがもたらす

諸矛盾を明らかにした研究は，むしろ１９７０年代に入ってから数多く見られるよう

になった。有永・石井（１９７０年２４）），鷲尾（１９７２年２５），１９７８年２６）），全林野労働組

合（１９７６年２７）），有永（１９７７年２８）），飯田（１９７８年２９））らの研究がそれに当たる。

これらの研究は国有林経営の近代化について，国有林がその労働組織を含む経営

組織全体をみずからの手で改変していく側面と，労働運動の民主化要求によって

変革の契機が発生する側面の両面があると指摘している。また特に有永，鷲尾ら

は国有林の基本性格について，戦前来の地主経営資本主義化の展開コースが戦後

は国家独占資本主義に組み込まれ，紙パルプ資本を中心とする大資本の増伐要求

に屈してきたと強調する。その結果，生産過程に機械が導入されて生産合理化が

進展したものの，貴重な天然林資源が大量に伐採されて森林の豊度が著しく低下

し，また白ろう病に代表される労働災害が多発して，結局，国有林経営の近代

化，合理化は自然破壊と労働力破壊に帰結したと述べる。有永，鷲尾らの主張

は，当時の自然破壊に関する議論，のちの森林環境問題に関する国民的議論に，

林業経済研究の分野から先鞭をつけたものといえる。
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（２） 減量経営への転換と請負問題，地元問題

１９７２年の林政審答申は「よりよい直用，よりよい請負」を提唱して，１９６６年の

「２確認」（直営直用原則，雇用安定）を事実上，反故にした。さらに１９７３年に国

有林は「国有林野における新たな森林施業について」を定めて，１９５０年代後半か

ら約１５年間，続いた増伐路線を減量経営の方向に転換させた。この方針転換の原

因は何よりも天然林資源の枯渇に直面したことであるが，折しも発生したオイル

ショックと重なり，また次第に深まる外材支配体制の影響もあって，この時以

降，国有林は次第に経営の危機に陥っていく。

国有林にとって減量経営とは直営直用を縮小することである。そのため，請負

事業体の役割が重要になるが，請負事業体は必ずしも近代化していない。その生

産性は停滞している。そこで国有林は，請負事業体の階層分解を図って事業体を

淘汰し，優秀な事業体にのみ事業を発注する目的で１９７８年に請負事業体の登録制

度を実施した。その直後，鈴木喬（１９８２年３０），１９８３年３１）），地域農林業研究会

（１９８２年３２））などが請負事業体の研究を行い，それまでベールに包まれていた請

負事業体の実態を明らかにした。各事業体の歴史的由来と存在形態はさまざまで

あり，かつ非近代的な諸関係を内包している事業体が多いが，国有林地帯では林

業の有力な担い手である。地域農林業研究会は，請負事業体が近代化していくこ

とを前提にしつつ，当時，政策上の重要課題とされていた地域林業論に関連し

て，請負事業体を地域林業の担い手に位置づけるべきであると提唱した。

また国有林の地元地域では，１９７０年代初頭までに住民の生活様式や生産形態が

すっかり変化したため，伝統的な地元施設制度（共用林制度，分収林制度，慣行

特売，貸付け使用など）をめぐり地元の国有林離れ，国有林の地元離れが進行し

た。そこで国有林は，地元問題に新たな視点を加えることが要求されるに至っ

た。その実態と問題点，今後の展望などを指摘したのが森（１９８０年３３），１９８０

年３４）），鈴木（１９８５年３５））らの研究である。これらの研究は，経済情勢の変化の

なかで地元施設の性格が大きく変化してきている事実を指摘して，国有林に新し

い情勢への対応を促すと同時に，他方，国有林の森林管理における地元住民の役

割は今後とも重要であると述べている。

（３） 国有林経営の危機とその理論化

国有林野事業特別会計は１９７６年に初めて財政投融資資金から借入れを行い，そ

の後，どろ沼の財政悪循環に陥っていく。１９７８年に成立した国有林野事業改善特

別措置法に基づいて同年に改善計画が発足した。この計画は１９８４年（第２次），１９８７

年（第３次），１９９１年（第４次）と改定される。

１９８０年代に入ると，このような国有林経営の構造的危機を正面から取り上げた

研究が多くなった。赤羽（１９８３年３６）），有永（１９８４年３７），１９８６年３８）），野口（１９８６

年３９）），半田良一（１９８６年４０）），小関隆祺（１９８７年４１）），大内（１９８７年４２）），依光良

三（１９８７年４３）），安藤嘉友（１９８７年４４））らの諸研究がそれである。いずれの研究

も国有林が構造的赤字に陥った原因や赤字の本質を指摘するとともに，国有国営

の意義と今後の方向性を述べている。

これらのなかで２，３の研究は，国有国営を前提にして国有林経営の民主化を

求めているが，有永は，単に民主化を要求するだけでは国有林経営は変革されな

いと主張する。すなわち，国有林は戦前来の官僚中央統制が戦後，国家独占資本

主義のなかに組み込まれ，国家独占資本主義の支配とそのもとでの中央統制が構

造的に貫徹している。しかし国有林の森林については各地の自然状況，社会状況

に適した資源管理が行われなければならず，そのためには国有林経営の分権化を

おいてほかにない。各地で地域住民の意思が十分に反映された分権化が基礎にな

り，それに基づいて国有林経営の民主化が目指されなければならない，とする。

有永のこの主張は国有林の自治体移管（地方移管）ではなく，国有国営における

分権化論である。

３．１９９０年代以降の研究動向

（１） 改善計画路線の新局面－第４次改善計画段階（１９９１年以降）

改善計画のあいつぐ改定にもかかわらず，その最大目標である「収支均衡の回

復」は達成されなかった。それどころか，累積債務は雪だるま式に膨れあがり，

国有林の経営悪化は深刻な様相を呈していった。こうした状況のなかで，１９９１年

に森林法と改善特別措置法の一部改正および改善計画の改定（第４次）が行われ
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（２） 減量経営への転換と請負問題，地元問題
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国有林にとって減量経営とは直営直用を縮小することである。そのため，請負

事業体の役割が重要になるが，請負事業体は必ずしも近代化していない。その生

産性は停滞している。そこで国有林は，請負事業体の階層分解を図って事業体を

淘汰し，優秀な事業体にのみ事業を発注する目的で１９７８年に請負事業体の登録制
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１９８０年代に入ると，このような国有林経営の構造的危機を正面から取り上げた
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も国有林が構造的赤字に陥った原因や赤字の本質を指摘するとともに，国有国営

の意義と今後の方向性を述べている。

これらのなかで２，３の研究は，国有国営を前提にして国有林経営の民主化を

求めているが，有永は，単に民主化を要求するだけでは国有林経営は変革されな

いと主張する。すなわち，国有林は戦前来の官僚中央統制が戦後，国家独占資本

主義のなかに組み込まれ，国家独占資本主義の支配とそのもとでの中央統制が構

造的に貫徹している。しかし国有林の森林については各地の自然状況，社会状況

に適した資源管理が行われなければならず，そのためには国有林経営の分権化を

おいてほかにない。各地で地域住民の意思が十分に反映された分権化が基礎にな

り，それに基づいて国有林経営の民主化が目指されなければならない，とする。

有永のこの主張は国有林の自治体移管（地方移管）ではなく，国有国営における

分権化論である。

３．１９９０年代以降の研究動向

（１） 改善計画路線の新局面－第４次改善計画段階（１９９１年以降）

改善計画のあいつぐ改定にもかかわらず，その最大目標である「収支均衡の回

復」は達成されなかった。それどころか，累積債務は雪だるま式に膨れあがり，

国有林の経営悪化は深刻な様相を呈していった。こうした状況のなかで，１９９１年

に森林法と改善特別措置法の一部改正および改善計画の改定（第４次）が行われ
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た。その特徴は直営直用事業からの撤退，全面的な請負依存とそのための流域管

理システムの導入，累積債務を経常的事業部門と区別し，累積債務対策として林

野・土地・土石等の処分拡大を図る，などである。

この動きに対して最も旺盛な批判と問題提起を行なったのは野口（１９９０

年４５），１９９１年４６），１９９３年４７），１９９６年４８）），有永（１９９１年４９），１９９４年５０）），笠原義人

（１９９５年５１））である。いずれも改善計画路線は既に破綻しており，同路線は国有

林の果たすべき公共性・公益性の切捨てであると批判し，分権化に基づく国有林

経営の再編（有永），民主的転換に向けての抜本的な対策（野口）などを提唱し

た。また，飯田（１９９２年５２）），黒木三郎ら（１９９３年５３）），笠原（１９９６年５４））らは国

有林再建論を，植村武司（１９９４年５５））は国有林（林野庁）無用論をあいついで発

表した。

これらの著作は，研究者のみならず一般市民をも対象として書かれたものが多

く，国有林問題を国民的課題として位置づけ，広範な国民的論議を呼び起こそう

としたものである。これらの研究が提起した国有林の方向性は，笠原（１９９５

年５６））の整理によれば，①国有林解体論，②改善計画路線，③直営直用を基本と

する抜本的改革の３種類に大別される。また塩谷弘康（１９９３年５７），１９９３年５８））は

国有林経営の法制度について優れた分析を行い，土地所有権の絶対性と行政権の

優越性のうえに官僚による国有林の私物化が行われ，その結果として国有林経営

における国民的公共性が実現していないのである，とした。

他方，改善計画の影響を直接，受けている地元山村，請負事業体，労働者など

に関する研究は１９８０年代に比べて少なくなったが，それでも，東北の国有林山村

を取り上げた安食和宏（１９９２年５９）），西日本の国有林山村を対象にした橋本玲子

（１９９３年６０）），山形県小国町における農民的国有林野利用の歴史と現状を考察した

井上靖彦（１９９４年６１）），木曽谷の流域管理システムを実態調査した鳥澤園子ら

（１９９５年６２））の研究を挙げることが出来る。また経営危機の深化とともに国有林

で重要な位置づけが与えられるようになった森林レクリエーション事業について

は，村瀬房之助（１９９０年６３）），大浦由美（１９９２年６４），１９９３年６５），１９９５年６６））らが

その現状と問題点を実証的に明らかにした。

（２） 国有林野事業の破綻宣告から抜本的改革へ

国有林野事業特別会計の累積債務は１９９４年度末でついに３兆円の大台を突破し

た。もはや国有林当局も経営破綻を認めざるを得ず，１９９６年には会計検査院から

事実上の経営破綻宣告を受けた。こうした段階を迎え，「国有林のあり方も含め

て，議論を深め，提言をしていくことは研究者としての社会的使命ではないか」

（永田編集長）との認識のもと，１９９７年に『林業経済』誌上で特集が組まれ，計

２７編の論文が掲載された。

各論者の主張は当然にも多岐にわたるが，野口（１９９７年６７））によれば①国によ

る一元管理と②多元（分割）管理に分かれる。前者を代表する論者は鷲尾（１９９７

年６８）），野口（１９９７年６９）），笠原（１９９７年７０））らであるが，特に野口（１９９７年７１））

は，地方分権の受皿が未熟，森林の有する多面的諸機能を分断すべきではない，

日本林業担い手の基幹部分は国が責任を持つべき，などの点から①を強く主張し

た。後者はさらに１）他省庁移管論，２）自治体移管論，３）民営化論に区分で

きるが，全面的な分割・民営化論については，「林業の外部条件を改善する積極

的方策がなければ民営化は処方箋に値しない」という半田（１９９７年７２））の見解に

代表されるように，ほぼ一様に否定的である。飯田（１９９７年７３））は，中央集権制

を排して各地で市民の監視制度（オンブズマン制度）を設立することを提唱し

た。

また，１９９７年林業経済学会春季大会シンポジウムのテーマとして国有林問題が

取りあげられた。このシンポジウムで有永（１９９７年７４））は自身の理論を踏まえて

国有国営の意義を検証し，国有林の公共性発揮と民主化を提唱する笠原，野口ら

の一元管理論とは，国有林経営の改革方向について戦略的な隔たりを見せること

となった。また塩谷（１９９７年７５））は，基本的に自己の理論を踏襲しつつ，国有林

経営をめぐって国家的公共性と国民的公共性の対抗があり，国有林は国家的公共

性の追求に偏重してきたと主張した。

（３） 抜本的改革以降の研究動向

国有林経営の破綻は１９９８年の国有林改革関連２法に行き着いた。この法律に基

づく改革方向に対しては野口（１９９９年７６）），有永（２０００年７７））がそれぞれの立場
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た。その特徴は直営直用事業からの撤退，全面的な請負依存とそのための流域管

理システムの導入，累積債務を経常的事業部門と区別し，累積債務対策として林

野・土地・土石等の処分拡大を図る，などである。

この動きに対して最も旺盛な批判と問題提起を行なったのは野口（１９９０

年４５），１９９１年４６），１９９３年４７），１９９６年４８）），有永（１９９１年４９），１９９４年５０）），笠原義人

（１９９５年５１））である。いずれも改善計画路線は既に破綻しており，同路線は国有

林の果たすべき公共性・公益性の切捨てであると批判し，分権化に基づく国有林

経営の再編（有永），民主的転換に向けての抜本的な対策（野口）などを提唱し

た。また，飯田（１９９２年５２）），黒木三郎ら（１９９３年５３）），笠原（１９９６年５４））らは国

有林再建論を，植村武司（１９９４年５５））は国有林（林野庁）無用論をあいついで発

表した。

これらの著作は，研究者のみならず一般市民をも対象として書かれたものが多

く，国有林問題を国民的課題として位置づけ，広範な国民的論議を呼び起こそう

としたものである。これらの研究が提起した国有林の方向性は，笠原（１９９５

年５６））の整理によれば，①国有林解体論，②改善計画路線，③直営直用を基本と

する抜本的改革の３種類に大別される。また塩谷弘康（１９９３年５７），１９９３年５８））は

国有林経営の法制度について優れた分析を行い，土地所有権の絶対性と行政権の

優越性のうえに官僚による国有林の私物化が行われ，その結果として国有林経営

における国民的公共性が実現していないのである，とした。

他方，改善計画の影響を直接，受けている地元山村，請負事業体，労働者など

に関する研究は１９８０年代に比べて少なくなったが，それでも，東北の国有林山村

を取り上げた安食和宏（１９９２年５９）），西日本の国有林山村を対象にした橋本玲子

（１９９３年６０）），山形県小国町における農民的国有林野利用の歴史と現状を考察した

井上靖彦（１９９４年６１）），木曽谷の流域管理システムを実態調査した鳥澤園子ら

（１９９５年６２））の研究を挙げることが出来る。また経営危機の深化とともに国有林

で重要な位置づけが与えられるようになった森林レクリエーション事業について

は，村瀬房之助（１９９０年６３）），大浦由美（１９９２年６４），１９９３年６５），１９９５年６６））らが

その現状と問題点を実証的に明らかにした。

（２） 国有林野事業の破綻宣告から抜本的改革へ

国有林野事業特別会計の累積債務は１９９４年度末でついに３兆円の大台を突破し

た。もはや国有林当局も経営破綻を認めざるを得ず，１９９６年には会計検査院から

事実上の経営破綻宣告を受けた。こうした段階を迎え，「国有林のあり方も含め

て，議論を深め，提言をしていくことは研究者としての社会的使命ではないか」

（永田編集長）との認識のもと，１９９７年に『林業経済』誌上で特集が組まれ，計

２７編の論文が掲載された。

各論者の主張は当然にも多岐にわたるが，野口（１９９７年６７））によれば①国によ

る一元管理と②多元（分割）管理に分かれる。前者を代表する論者は鷲尾（１９９７

年６８）），野口（１９９７年６９）），笠原（１９９７年７０））らであるが，特に野口（１９９７年７１））

は，地方分権の受皿が未熟，森林の有する多面的諸機能を分断すべきではない，

日本林業担い手の基幹部分は国が責任を持つべき，などの点から①を強く主張し

た。後者はさらに１）他省庁移管論，２）自治体移管論，３）民営化論に区分で

きるが，全面的な分割・民営化論については，「林業の外部条件を改善する積極

的方策がなければ民営化は処方箋に値しない」という半田（１９９７年７２））の見解に

代表されるように，ほぼ一様に否定的である。飯田（１９９７年７３））は，中央集権制

を排して各地で市民の監視制度（オンブズマン制度）を設立することを提唱し

た。

また，１９９７年林業経済学会春季大会シンポジウムのテーマとして国有林問題が

取りあげられた。このシンポジウムで有永（１９９７年７４））は自身の理論を踏まえて

国有国営の意義を検証し，国有林の公共性発揮と民主化を提唱する笠原，野口ら

の一元管理論とは，国有林経営の改革方向について戦略的な隔たりを見せること

となった。また塩谷（１９９７年７５））は，基本的に自己の理論を踏襲しつつ，国有林

経営をめぐって国家的公共性と国民的公共性の対抗があり，国有林は国家的公共

性の追求に偏重してきたと主張した。

（３） 抜本的改革以降の研究動向

国有林経営の破綻は１９９８年の国有林改革関連２法に行き着いた。この法律に基

づく改革方向に対しては野口（１９９９年７６）），有永（２０００年７７））がそれぞれの立場

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／２‐５章　国有林  2006.10.30 10.53.54  Page 210 Black



212 213

から批判を行い，山岸清隆（２００１年７８））も批判の論陣に参加した。

その後，抜本的改革によって一段落ついたかの如く，国有林問題の論稿数は大

幅に減少している。そのなかでは，流域管理システム，国有林利用（スキー

場），国有林の公有化などを論じた鈴木（２００１年７９）），国有林地帯の素材生産業を

扱った久武陽子（１９９７年８０）），旧来的な地元集団の現段階と国有林野の森林レク

リエーション利用との関連を考察した大浦（１９９７年８１）），国有林管理に関する

ローカルコモンズの展望を述べた奥田裕規ら（１９９９年８２））の研究が注目される。

また，大田伊久雄（１９９７年８３））もアメリカの事例と比較しつつ，国有林のレクリ

エーション利用を全国的な視野で総括的に研究している。

４． 国有林研究の意義と今後の方向性

戦後に本格化した国有林に関する研究は，国有林の成立過程と戦前期の歴史経

過を明らかにしつつ，林政統一後の国有林に関するそのときどきの現実課題を分

析対象にしてきた。そうした研究史は，戦後，かなり目まぐるしく変化した国有

林の重要な問題に常に科学的照明をあてて実践的課題の方向性を導き出すととも

に，同時に森林の国有，国営の意義を理論的に深化せしめる役割を果たしてき

た。このような研究の全経過において，わがくに国有林の性格と役割が常に検証

されてきたのである。したがって国有林問題の全構造が科学的分析の対象たり得

るのはいうまでもないことで，いままでの全研究史が事実をもってそれを証明し

ている。鈴木尚夫８４）は，国家的所有の本質は国家権力の性格の問題に帰着するも

ので，経済学的分析の対象ではないとする立場を強調したが，そのような理解が

支配的だったら国有林研究は国家権力の性格をめぐる概念論争にとどまり，いま

までの過程で生み出された詳細で，優れた研究の数々はあり得なかったに違いな

い。

すでに述べたとおり，１９９８年の国有林改革のあと国有林研究は大幅に減少して

いる。林政統一と特別会計制度を機軸にして発足した戦後の国有林は，同時にわ

が国の経済過程に翻弄され続けてきたが，その帰結が同年の抜本改革であるだけ

に，同年に向かって研究が数量ともに集中し，その山場を過ぎるや格段に少なく

なったのは自然の流れである。しかし注意深く観察すると，すでに１９９０年代に入

るころから国有林研究に多様化の傾向があらわれていた。例えば，森林レクリ

エーションの観点から国有林の対応を評価しようとする研究がそれである。この

研究が１９６０年代，１９７０年代にもなかったわけではないが，１９９０年代以降は国有林

に関する有力な研究分野の地位に上昇した。また，国有林にとっての地元問題を

もう一度，現代的観点に立って検証しようという研究も多様化の一角を占める。

今後はこのような，いわば新しい傾向の課題設定を含みつつ，国民的課題とし

て定着した環境保全に国有林がどのように貢献していくのか，その意義と可能性

を探る研究が求められていると思われる。国有林がわがくに最大の森林所有体，

森林管理体である限り，国有林と国有林研究の重要性は今後ともかわらないであ

ろう。
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６０．大崎六郎「国有林公社化へもつ疑問」森林計画研究会『会報』No．１３１，１９６６年，６～

１０頁

６１．小沢今朝芳「国有林経営史上よりみた経営計画の問題－ドイツ国有林との比較におい

て－」『林業経済』No．２１７，１９６６年，１６～２０及び２５頁

６２．奥地正「林業労働組織に関する研究（Ⅰ）」『林業経営研究所研究報告’６７－１』林野

庁，１９６８年

６３．飯田繁「成立期国有林に関する一考察－作業費経営を中心とした試論－」『林業経済』

No．２４４，１９６９年，１３～２６頁

６４．全林野労働組合編『樹海からの告発《林業黒書》』全林野労働組合，１９７０年

６５．藤村重任『日本国有林の形成過程 第一巻』水利科学研究所，１９７０年

６６．近藤一己『国有林会計の軌跡』日本林業調査会，１９７０年

６７．有永明人・石井寛「国有林経営をめぐる二つの道」『農林統計調査』，１９７０年１２月，１８

～２４頁

６８．鈴木尚夫『林業経済論序説』東京大学出版会，１９７１年

６９．鷲尾良司「戦後国有林野経営の展開過程」塩谷勉・黒田迪夫編『林業の展開と山村経

済』御茶の水書房，１９７２年，２３７～２６８頁

７０．照井靖男「国有林野事業と森林レクリエーションに関する覚え書」『林業経済』

No．２９０，１９７２年，２３～２６頁

７１．宮本常一『宮本常一著作集 １４ 山村と国有林』未来社，１９７３年

７２．飯田繁「造林請負事業体に関する調査研究－部落組合近代化の動向－」『林業経営研究

所報告’７３－７』林野庁，１９７４年

７３．奥地正「戦後日本資本主義と林業・山村問題の展開構造」『立命館経済学』Vol．２２

（５・６），１９７４年，１３９～１６７頁

７４．奥地正「国有林における労働組織の形成と展開（一）－東北・秋田国有林を中心に－」

『立命館経済学』Vol．２３（４），１９７４年，４４７～４９０頁，同「国有林における労働組織の形成

と展開（二）－東北・秋田国有林を中心に－」『立命館経済学』Vol．２３（５・６），１９７５年，８１０

～８４５頁，同「国有林における労働組織の形成と展開（三）－東北・秋田国有林を中心に

－」『立命館経済学』Vol．２７（４），１９７８年，６７６～７２０頁，同「国有林における労働組織の

形成と展開（四）－東北・秋田国有林を中心に－」『立命館経済学』Vol．２７（６），１９７９年，１００４

～１０３８頁

７５．飯田繁「国有林における造林請負事業体と地元関係について」『林業経営研究所報

告’７５―５』林野庁，１９７５年

７６．全林野労働組合編『この痛みを知れ－白ろう患者の訴え－』土曜美術社，１９７６年

７７．青柳朋夫「国有林経営と自然休養林」『グリーン・エイジ』No．３５，１９７６年，２３～２８頁

７８．有永明人「７０年代国有林経営の動向－その直営事業を中心に－」『林業経済研究会会

報』No．９１，１９７７年，４４～５８頁

７９．神沼公三郎「官行斫伐事業における『伐りだし』労働組織に関する研究」『北海道大学

農学部演習林研究報告』Vol．３４（２），１９７７年，１７５～２７３頁

８０．鷲尾良司「国有林野事業の『合理化』政策の展開」林業構造研究会編『日本経済と林

業・山村問題』東京大学出版会，１９７８年，２０５～２３７頁

８１．筒井迪夫「国有林と地元との関係についての一資料－これからの課題を考えながら－」

『林業経済』No．３５５，１９７８年，１８～２４頁

８２．飯田繁「国有林野事業の現状と問題点」『林業経済研究』No．９４，１９７８年，１～１０頁

８３．宮林茂幸・塩谷勉「国有林地帯のレクリエーションについて」『林業経済』No．３７２，１９７９

年，１１～２１頁

８４．森巌夫『「山」の政治と経済』清文社，１９８０年

８５．日本林政ジャーナリストの会編『国民にとって国有林とは何か』清文社，１９８０年

８６．有永明人「国有林経営とその労働力編成をめぐって」『林業経済研究』No．９７，１９８０

年，２～５頁

８７．菊間満「国有林野の地元利用と育林労働組織の展開構造－委託林制度の史的分析－」

『北海道大学農学部演習林研究報告』Vol．３７（２），１９８０年，４７９～６０８頁

８８．森巌夫「統一国有林経営の展開」農林水産省百年史編纂委員会編纂『農林水産省百年

史 下巻 昭和戦後編』農林水産省百年史刊行会，１９８１年，５２０～５５１頁

８９．船越昭治『日本の林政・林業』農林統計協会，１９８１年

９０．鈴木喬「造林事業体の展開と構造－国有林に係わる造林請負事業体を中心に－」『林業

経済研究』No．１０１，１９８２年，６３～６９頁

９１．地域農林業研究会編『地域林業と国有林－林業事業体の展開と論理－』日本林業調査

会，１９８２年

９２．全林野労働組合編『緑はよみがえるか』労働教育センター，１９８２年

９３．赤羽武「経営危機下の国有林」鷲尾良司・奥地正編著『転換期の林業・山村問題』新

評論，１９８３年，８７～１０８頁

９４．川村誠「国有林における事業区経営の展開過程－東京営林局高萩事業区を事例として」

『林業経済研究』No．１０４，１９８３年，４２～４７頁
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９５．大日本山林会『日本林業発達史』編纂委員会「内地府県における国有林経営の展開」

大日本山林会『日本林業発達史－農業恐慌・戦時統制期の過程－』，１９８３年，１～１１５頁

９６．北條浩『明治国家の林野所有と村落構造』御茶の水書房，１９８３年

９７．鈴木喬「国有林と請負事業体」『林政総研レポート』No．２３，１９８３年

９８．萩野敏雄『日本近代林政の基礎構造』日本林業調査会，１９８４年

９９．鷲尾良司「国有林経営論をめぐる諸問題」鈴木尚夫編著『現代林業経済論－林業経済

研究入門－』日本林業調査会，１９８４年，２２～３１頁

１００．有永明人「地域林業政策と山村・国有林問題」『林業経済』No．４２８，１９８４年，１～６

頁

１０１．鈴木喬「国有林野と地域経済－地元施設制度－」『林政総研レポート』No．２９，１９８５年

１０２．柿沢宏昭「北海道林業の現局面と資本による労働力編成に関する研究」『北海道大学

農学部演習林研究報告』Vol．４２（３），１９８５年，４４３～５００頁

１０３．鷲尾良司「国有林業経営の戦後展開と現段階－北海道国有林業経営を事例として－」

『林業経済研究』No．１０７，１９８５年，２２～３２頁

１０４．大金永治「国有林経営の現状と課題－施業及び技術的視点からの考察－」『林業経済

研究』No．１０９，１９８６年，２～１２頁

１０５．笠井恭悦「国有林野の成立－公有林官民有区分を中心として－」『林業経済研究』

No．１１０，１９８６年，２～１５頁

１０６．有永明人「戦後・国有林経営の展開と労働力編成」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，１６

～３１頁

１０７．野口俊邦「国有林経営『改革』の現段階」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，３２～４０

頁

１０８．半田良一「国有林の『公共性』をめぐって」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，４８～

４９頁

１０９．和孝雄「択伐施業の展開構造」『北海道大学農学部演習林研究報告』Vol．４３（２），１９８６

年，１７７～３１６頁

１１０．北條浩「地租改正と国有林の成立」『林業経済』No．４５９，１９８７年，２～１０頁

１１１．南雲秀次郎「国有林経営の変遷－森林施業を中心として－」『林業経済』No．４６０，１９８７

年，９～１５頁

１１２．柿沢宏昭「国有林野会計研究の展開－昭和３０年代以降－」『林業経済』No．４６０，１９８７

年，１５～２１頁

１１３．大内力「国有林の意義と国有林政策のあり方」『林業経済』No．４６２，１９８７年，１～８

頁

１１４．坂口精吾「国有林再建への途－林政審答申を読んで－」『林業経済』No．４６２，１９８７年，１６

～２０頁

１１５．依光良三「財政危機下の国有林と森林問題」『林業経済』No．４６２，１９８７年，２０～２８頁

１１６．笠井恭悦「公有地官民有区分をめぐる諸説の検討」『林業経済』No．４６３，１９８７年，１

～９頁

１１７．小関隆祺『林政学研究』北海道大学図書刊行会，１９８７年

１１８．国有林材研究会編『国産材振興と国有林材の販売－新たな状況にどう対処するか－』

日本林業調査会，１９８７年

１１９．安藤嘉友「国有林野事業の新動向と地域林業」船越昭治編著『地方林政と林業財政』

農林統計協会，１９８７年，５４～７９頁

１２０．隅田達人『国有林経営と労使関係の戦後史』日本林業調査会，１９８７年

１２１．比屋根哲「北海道国有林における最近の森林施業の動向」『林業経済研究』No．１１３，１９８８

年，９９～１０５頁

１２２．野生生物情報センター編『知床からの出発－伐採問題の教訓をどう生かすか－』共同

文化社，１９８８年

１２３．有永明人「戦後国有林経営の展開と労働力編成」有永明人・笠原義人編著『戦後日本

林業の展開過程』筑波書房，１９８８年，２９～５６頁

１２４．村瀬房之助「自然休養林の利用と管理－菊池渓谷におけるレクリエーション利用の実

態と問題点」『九州大学農学部演習林報告』No．５９，１９８８年，２７～４６頁

１２５．柿沢宏昭「国有林経営・管理をめぐる合意形成のあり方に関する研究」『北海道大学

農学部演習林研究報告』Vol．４６（３），１９８９年，４７５～５０９頁

１２６．西尾隆「国有林の神話と組織－行政史の視点から－」『林業経済研究』No．１１６，１９８９

年，４６～５１頁

１２７．村瀬房之助「国有林における森林レクリエーション事業の展開」『林業経済』

No．５０６，１９９０年，１５～２１頁

１２８．野口俊邦「地球環境の破壊と森林・林業問題」新日本出版社『季刊 科学と思想』

No．７６，１９９０年，１８０～２０６頁

１２９．萩野敏雄『日本近代林政の発達過程』日本林業調査会，１９９０年

１３０．平田種男「国有林前進考」『林業経済』No．５１２，１９９１年，１～５頁

１３１．有永明人「森林国有の現段階的意義－林政審答申批判－」『林業経済』No．５１２，１９９１

年，６～１７頁
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９５．大日本山林会『日本林業発達史』編纂委員会「内地府県における国有林経営の展開」

大日本山林会『日本林業発達史－農業恐慌・戦時統制期の過程－』，１９８３年，１～１１５頁

９６．北條浩『明治国家の林野所有と村落構造』御茶の水書房，１９８３年

９７．鈴木喬「国有林と請負事業体」『林政総研レポート』No．２３，１９８３年

９８．萩野敏雄『日本近代林政の基礎構造』日本林業調査会，１９８４年

９９．鷲尾良司「国有林経営論をめぐる諸問題」鈴木尚夫編著『現代林業経済論－林業経済

研究入門－』日本林業調査会，１９８４年，２２～３１頁

１００．有永明人「地域林業政策と山村・国有林問題」『林業経済』No．４２８，１９８４年，１～６

頁

１０１．鈴木喬「国有林野と地域経済－地元施設制度－」『林政総研レポート』No．２９，１９８５年

１０２．柿沢宏昭「北海道林業の現局面と資本による労働力編成に関する研究」『北海道大学

農学部演習林研究報告』Vol．４２（３），１９８５年，４４３～５００頁

１０３．鷲尾良司「国有林業経営の戦後展開と現段階－北海道国有林業経営を事例として－」

『林業経済研究』No．１０７，１９８５年，２２～３２頁

１０４．大金永治「国有林経営の現状と課題－施業及び技術的視点からの考察－」『林業経済

研究』No．１０９，１９８６年，２～１２頁

１０５．笠井恭悦「国有林野の成立－公有林官民有区分を中心として－」『林業経済研究』

No．１１０，１９８６年，２～１５頁

１０６．有永明人「戦後・国有林経営の展開と労働力編成」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，１６

～３１頁

１０７．野口俊邦「国有林経営『改革』の現段階」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，３２～４０

頁

１０８．半田良一「国有林の『公共性』をめぐって」『林業経済研究』No．１１０，１９８６年，４８～

４９頁

１０９．和孝雄「択伐施業の展開構造」『北海道大学農学部演習林研究報告』Vol．４３（２），１９８６

年，１７７～３１６頁

１１０．北條浩「地租改正と国有林の成立」『林業経済』No．４５９，１９８７年，２～１０頁

１１１．南雲秀次郎「国有林経営の変遷－森林施業を中心として－」『林業経済』No．４６０，１９８７
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Ⅲ 国有林野論選著解題

選著５－１

鷲尾良司「戦後国有林野経営の展開過程」塩谷勉・黒田迪夫編『林業の展開と山

村経済』御茶の水書房，１９７２年，２３７～２６８頁

解題：厳密な概念規定を行って国有林野を「地主的な国家資本主義的企業体」で

あると定義し，そのうえで明治初期の国有林成立から１９６０年代の経営合理化まで

を克明に検証した労作。特に戦後の国有林野は紙・パルプ資本への従属を強めた

結果，国有林労働者への負担を強化し，地元零細農民の国有林野利用を制限し

て，大面積皆伐の導入に伴い広範な自然破壊を発生させたと強調する。この問題

意識が論文全体を貫いている。

選著５－２

森巌夫「統一国有林経営の展開」『農林水産省百年史』編纂委員会編纂『農林水

産省百年史 下巻 昭和戦後編』『農林水産省百年史』刊行会，１９８１年，５２０～５５１

頁

解題：論文のタイトルにみるとおり戦後の出発点であった林政統一から，１９７０年

代終盤の国有林財政逼迫に至るまでの時期を制度的変遷に焦点を当てて簡潔，明

瞭に描いている。特に林政統一，特別会計制度，経営規程の制定，国有林野法改

正，国有林野整備臨時措置法，合併市町村への国有林野売払い，国有林野活用

法，林力増強計画，木材価格安定対策，林政協力事業などに関する記述は国有林

の歴史を学ぶ研究学徒に大変，有益である。

選著５－３

大内力「国有林の意義と国有林政策のあり方」『林業経済』No．４６２，１９８７年，１

～８頁

解題：１９７０年代以降の国有林荒廃問題は「改善計画」に基づく「合理化」の帰結

であり，その根本原因である単年度均衡・独立採算会計制度の採用が本質的な誤

りであるとして，十分な財政支出の下で国有林再生を果たし，さらに民有林再生

へも協力することが国有林存在の現代的意義であると結論している。限られた紙

幅ながら，国有林野の成立過程と歴史的役割そして現代的意義に至るまでが簡潔

無比に論述されている。

選著５－４

有永明人「戦後国有林経営の展開と労働力編成」有永明人・笠原義人編著『戦後

日本林業の展開過程』筑波書房，１９８８年，２９～５６頁

解題：「わが国で最大の賃労働経営であり，最も進んだ機械化体系をもつ森林経

営体」である国有林経営の性格を，その労働力編成の側面から分析した秀作。経

営合理化の結果，国有林は全面的な解体傾向に陥ったとしてその直営事業の限界

性を指摘し，さらに山村の自主的発展の見地から国有林経営の民主化を展望する

なかで，国有林における労働問題のあり方を再考すべきと強調する。著者の意図

する国有林論の枠組みが，結論部分に示されている。

選著５－５

野口俊邦「国有林野事業『民営化』の新局面」『林業経済研究』No．１２０，１９９１年，１８

～２７頁

解題：「公共性」の観点から戦後国有林野事業の展開を厳しく問う著者による第

三次「改善計画」の批判的検討。国営企業の非効率性と「過剰」要員体制に財政

悪化の主因を求める「改善計画」路線に対し，外材体制の転換，国有林野事業の

民主的変革とそれに相応しい予算措置の確立－独立採算制廃止，直営直ようを基

本として公共的使命の拡大を可能とする条件整備－こそが国有林再建の道筋であ

ると提言している。

選著５－６

塩谷弘康「国有林野法制度の現代的課題」黒木三郎・山口孝・橋本玲子・笠原義

人編『新国有林論』大月書店，１９９３年，６８～８９頁

解題：「国有林経営の危機は林業危機と公企業経営危機の接点に位置する」との

認識の下で，法社会学の観点から国有林野事業の反「公共性」＝「資本的公共
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あると定義し，そのうえで明治初期の国有林成立から１９６０年代の経営合理化まで

を克明に検証した労作。特に戦後の国有林野は紙・パルプ資本への従属を強めた

結果，国有林労働者への負担を強化し，地元零細農民の国有林野利用を制限し

て，大面積皆伐の導入に伴い広範な自然破壊を発生させたと強調する。この問題

意識が論文全体を貫いている。

選著５－２

森巌夫「統一国有林経営の展開」『農林水産省百年史』編纂委員会編纂『農林水

産省百年史 下巻 昭和戦後編』『農林水産省百年史』刊行会，１９８１年，５２０～５５１

頁

解題：論文のタイトルにみるとおり戦後の出発点であった林政統一から，１９７０年

代終盤の国有林財政逼迫に至るまでの時期を制度的変遷に焦点を当てて簡潔，明

瞭に描いている。特に林政統一，特別会計制度，経営規程の制定，国有林野法改

正，国有林野整備臨時措置法，合併市町村への国有林野売払い，国有林野活用

法，林力増強計画，木材価格安定対策，林政協力事業などに関する記述は国有林

の歴史を学ぶ研究学徒に大変，有益である。

選著５－３

大内力「国有林の意義と国有林政策のあり方」『林業経済』No．４６２，１９８７年，１

～８頁

解題：１９７０年代以降の国有林荒廃問題は「改善計画」に基づく「合理化」の帰結

であり，その根本原因である単年度均衡・独立採算会計制度の採用が本質的な誤

りであるとして，十分な財政支出の下で国有林再生を果たし，さらに民有林再生

へも協力することが国有林存在の現代的意義であると結論している。限られた紙

幅ながら，国有林野の成立過程と歴史的役割そして現代的意義に至るまでが簡潔

無比に論述されている。

選著５－４

有永明人「戦後国有林経営の展開と労働力編成」有永明人・笠原義人編著『戦後

日本林業の展開過程』筑波書房，１９８８年，２９～５６頁

解題：「わが国で最大の賃労働経営であり，最も進んだ機械化体系をもつ森林経

営体」である国有林経営の性格を，その労働力編成の側面から分析した秀作。経

営合理化の結果，国有林は全面的な解体傾向に陥ったとしてその直営事業の限界

性を指摘し，さらに山村の自主的発展の見地から国有林経営の民主化を展望する

なかで，国有林における労働問題のあり方を再考すべきと強調する。著者の意図

する国有林論の枠組みが，結論部分に示されている。

選著５－５

野口俊邦「国有林野事業『民営化』の新局面」『林業経済研究』No．１２０，１９９１年，１８

～２７頁

解題：「公共性」の観点から戦後国有林野事業の展開を厳しく問う著者による第

三次「改善計画」の批判的検討。国営企業の非効率性と「過剰」要員体制に財政

悪化の主因を求める「改善計画」路線に対し，外材体制の転換，国有林野事業の

民主的変革とそれに相応しい予算措置の確立－独立採算制廃止，直営直ようを基

本として公共的使命の拡大を可能とする条件整備－こそが国有林再建の道筋であ

ると提言している。

選著５－６

塩谷弘康「国有林野法制度の現代的課題」黒木三郎・山口孝・橋本玲子・笠原義

人編『新国有林論』大月書店，１９９３年，６８～８９頁

解題：「国有林経営の危機は林業危機と公企業経営危機の接点に位置する」との

認識の下で，法社会学の観点から国有林野事業の反「公共性」＝「資本的公共
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性」の拡大をもたらしている法制度，法理論を明らかにし，真に「国民的公共

性」を実現するための基本的要件を提示している。公企業および公共性一般に関

する諸概念が的確に整理され，国有林野および国有林野事業の法的性格を具体的

制度に基づいてわかりやすく論述している。

選著５－７

笠原義人「現代国有林の諸課題－二一世紀の国民のための国有林をめざして－」

黒木三郎・山口孝・橋本玲子・笠原義人編『新国有林論』大月書店，１９９３年，２６４

～２８０頁

解題：国有林問題に積極的に発言し続けた著者の，国有林に関する基本的な理解

と具体的な提言が要領よく整理されている。提言の骨子は，（１）長期累積債務を

棚上げして新たな財源を確保する，（２）国有林現場労働者を確保，育成する，（３）

国有林野事業基本法を制定し，国会と国民に透明性を保障する，（４）所在地域住

民の居住条件を整備する，の４点である。そして，これらの提言を総合して，国

有林における環境保全型林業の構築を主張している。

神沼公三郎（北海道大学北方生物圏フィールド科学センター）

飯田 繁（元九州大学大学院農学研究院）

大浦 由美（名古屋大学大学院生命農学研究科）
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